（様式第１号）
	
	受付番号


	



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

令和７年度 千葉県人権啓発指導者養成講座事業
企画提案応募書



　千葉県知事　熊 谷　俊 人　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　団体所在地　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡責任者　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ番号　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メール　　　　　　　　　　　　　


　令和７年度千葉県人権啓発指導者養成講座事業について、関係書類を添付して　応募いたします。

　　※（Ａ）～（Ｄ）のいずれかに○を付してください。

（Ａ）こども、外国人
（Ｂ）障害のある人、ハラスメント
（Ｃ）被差別部落出身者、インターネットを通じた人権侵害
（Ｄ）高齢者、災害時等の配慮

　について、関係書類を添付して応募いたします。

（様式第２号）

企画提案概要説明書

１　開催概要

（１）希望日　※１０月から１２月中までの開催希望日を記載すること
（開催時間は原則１コマ当たり８０分とし、午後５時までとすること）
	第一希望：　　　　年　　　月　　　日（　　）
第二希望：　　　　年　　　月　　　日（　　）
第三希望：　　　　年　　　月　　　日（　　）



（２）会場
	※　選定理由、会場までのアクセス方法、会場の収容人数について必ず記載し、会場までの地図を添付すること。


２　講座内容

（１）１講座目
	①講座
タイトル
	
	②分野
	

	③講師名
	

	④講師
プロフィール
	

	⑤講座の概要
	

	⑥期待される
研修効果
	

	⑦その他
※工夫した点、　　アピールポイント等
	



（２）２講座目
	①講座
タイトル
	
	②分野
	

	③講師名
	

	④講師
プロフィール
	

	⑤講座の概要
	

	⑥期待される
研修効果
	

	⑦その他
※工夫した点、　　アピールポイント等
	



※記載欄が不足する場合は、適宜別紙（Ａ４）を添付すること。

３　事業実施のスケジュール

	事業名：令和７年度千葉県人権啓発指導者養成講座（　　）
	

	日　付
	活　動　内　容
	実施場所
	

	
	
	
	




４　事業に係る資金計画（見積書）

事業名：令和７年度千葉県人権啓発指導者養成講座（　　）

委託事業に係る金額：　　　　　　　　　　　円

	区　分
	積算根拠（数量、単価など）
	見積額（単位：円）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	小計
	
	

	消費税（10％）
	
	

	計
	
	



５　運営体制
	役割
	区分
	氏名
	業務内容

	運営責任者
	　
	　
	　

	企画担当者
	　
	　
	　

	運営
スタッフ
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　


　注）区分の例：常勤職員・非常勤職員・アルバイト等
（様式第３号）
団　体　に　関　す　る　調　書
	
	 団体名
	
	

	
	 団体の所在地
	
	

	
	 代表者
	 
	
	

	
	 設立年月日
	　　　　　　　年　　　月　　　日
	

	
	 団体の目的
	
	

	
	 団体の種類及び
根拠法令※１
	
	

	
	 主な活動地域
	
	

	
	 これまでの
主な活動内容
	
	

	
	 団体の財政規模
　（支出ベース）
	 前々年度決算　　　　　　　　　　円
 前年度決算　　　　　　　　　　　円
 今年度予算　　　　　　　　　　　円
	

	
	 機関紙の発行
	 有
	 機関誌名（　　　　　　　　　　　　）
	　無
	

	
	 ホームページ
	 有
	 ＵＲＬ
	　無
	

	
	連　絡
責任者
	
	
	

	
	
	住　所
	 〒
	

	
	
	電話･FAX
	
	

	
	
	E-mail
	
	

	
	 他団体等(千葉県を含む)からの資金助成及び委託の実績※２
(過去２年間)
	　例）◯◯年度　△△ 財団　　◇◇円




	

	
	備　考
	
	


　
※１　例）ＮＰＯ法人（特定非営利活動促進法）など
※２　年度、相手方団体名、金額を書いてください。
注）　運営に関する規則（会則等）を添付すること。

（様式第４号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


団体目的等についての確認書


　　　　　　　　　　　　　　　　団体名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　


当該団体は、下記のいずれかの事項にも該当することを確認しました。

記

　１　宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とする団体でないこと。


　２　政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的と する団体でないこと。


　３　特定の公職者（候補者を含む）、又は政党を推薦、支持、反対することを　目的とした団体でないこと。


　４　暴力団でないこと、暴力団又はその構成員の統制の下にある団体でないこと。




　注）　本確認書の内容と異なる実態がある場合には、委託契約を解除し、既に　支払った委託費を返還させることがあります。


担当者職氏名：
電話番号：
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

（様式第５号）

人権啓発活動（講座開催・講師派遣等）に関する実績

	年度
	講　座　名　等
	内　　　容
	期　間
	参加人数

	
	
	
	
	



　注）今までの実績（最近のものから）を記入してください。開催した講座の   パンフレット等があれば、添付してください。
